
ひとり社長のための
(家族経営法人も)
企業型確定拠出年金
法人の利益を非課税で
個人に移転させる
有効な方法
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企業型確定拠出
年金の概要

企業型確定拠出年金制度と
は、企業が掛金を負担し、
加入者自ら運用商品を選
択、  運用する企業年金制
度です

 会社として制度を導入します。全社員の加入や加入希望を選択する
など、制度設計を希望と合う形にカスタマイズできます。

事業主が厚生局に申請・承諾後に制度導入する
企業年金制度

会社が掛け金を加入者の個別口座へ拠出します。加入者はＩＤとＰ
Ｗが発行されて、個人で管理、運用します。

事業主が掛け金を加入者の口座へ入金します

運用商品のリストから、自分の責任で運用商品を選択します。

加入者は自分で運用商品を決めて、年金資産
を運用します



企業型確定拠出年金の特徴

掛け金は非課税 加入者１名でもＯＫ 税制優遇

 毎月の掛け金は、全額非課
税です。
事業主が負担する掛け金は
「福利厚生費」として損金
計上できます。
「選択制」は、社会保険料
も対象外となります。

人数制限なく、加入者１
名、役員のみでも制度設計
が可能です。
一般の金融機関で難しかっ
た中小企業、小規模企業も
導入可能です。

運用益は非課税。効率よく
年金資産を積み立てること
ができます。
受け取り時も、退職所得控
除、公的年金等控除を活用
できます。



小規模法人

ひとり法人、家族経営法
人など小規模法人で、会
社の利益と個人の利益を
うまくやり取りして、利
益を最大化したい

その手法のひとつに、「企
業型確定拠出年金制度」
があります

役員報酬より魅力あり

 会社の利益を個人に移転させるのに、役員報酬
の引き上げがイメージしやすいです。
しかし、役員報酬を増額しても、個人の税金負
担、会社としての経費負担が大きくなります。
役員報酬の引き上げが無意味とは言いません
が、もっと効率が良い方法「企業型確定拠出年
金」があります。

掛け金は全額損金計上

 毎月の掛け金は上限５５，０００円です。その
最大金額で拠出することで年間６６万円を会社
口座から個人の年金資産口座へ移転することが
できます。



会社の資金を
個人へ移転する



②の上乗せパターンでいきましょう



①役員報酬に上乗せ ②確定拠出年に拠出金

役員報酬（年） １２６６万 １２００万

確定拠出年金の掛け金 ０ ６６万円

社会保険（年・東京） ７４８，８２４円 ６７３，２６０円

所得税 １，４０９，３００円 １，２７２，２００円

住民税 ８８１，７００円 ８２３，３００円

税効果 △２７１，０６４円

５０歳男性
役員報酬月額１００万円

毎月５５，０００円を
①役員報酬に上乗せ
②確定拠出年金に拠出

【計算例】

掛け金として
移転させることが

正解であり
王道です



役員報酬の場合 確定拠出年金の掛け金

役員報酬額が上がると、個人での税負
担が大きくなります。
所得税・住民税はもちろん、社会保険
料も上がります。
社会保険料は、会社も同額の負担があ
ります。
役員報酬を引き上げる場合は、その引
き上げた金額以上に負担額が個人も会
社も増額となります。

企業型確定拠出年金の掛け金は、全額
損金となるため、会社経費で支出がで
きます。
個人で税金を負担することなく、個人
の年金資産口座に積み立てされていき
ます。
会社に留保する利益を自分の老後資金
として、税制優遇をフル活用できま
す。

２つのケースで税効果を確認する



企業型ＤＣを６０歳で ６５歳で退職一時金

まずは、積み立ててきた企業型ＤＣを
６０歳で、退職所得控除を活用して受
け取ります。

税制優遇をフルに活用します

退職所得控除には、５年ルールがあ
り、最初の退職所得控除利用から５年
後であれば、２回目が使えるというも
のです。

なので、６５歳で会社で準備した退職
金を受け取るときに、退職所得控除を
しっかり使えるのです。

退職所得控除を２回使う



企業型確定拠出年金の
導入スケジュール

導入の決定 プラン決定 申請 制度スタート 投資教育

就業規則なども整えます

手続きの流れ・費用の確認

従業員への説明会実施 初回掛け金の口座振替

メリット・デメリットの確認

カスタイズプラン作成 制度スタート

厚生局に申請
申請書作成サポートします

定期開催
個別相談



掛け金は全額損金 退職所得控除を２回

会社経費で個人用口座に積み立てをし
ます。
掛け金は経費、運用益非課税、退職所
得控除をフル活用です

退職所得控除には、５年ルールがあ
り、最初の退職所得控除利用から５年
後であれば、２回目が使えるというも
のです。

企業型ＤＣメリットまとめ

節税の対象になる差し押さえにならない

万が一、事業がダメになったとして
も、個人の年金資産は差し押さえにな
りません。

掛け金は全額損金になるのはもちろ
ん、所得税、住民税、社会保険料の対
象になりません。



制度設計 退職所得控除を２回

節税の対象になる差し押さえにならない

会社経費で個人用口座に積み立てをし
ます。
掛け金は経費、運用益非課税、退職所
得控除をフル活用です

退職所得控除には、５年ルールがあ
り、最初の退職所得控除利用から５年
後であれば、２回目が使えるというも
のです。

ライフスタイルプラスの導入サポート

万が一、事業がダメになったとして
も、個人の年金資産は差し押さえにな
りません。

掛け金は全額損金になるのはもちろ
ん、所得税、住民税、社会保険料の対
象になりません。



info@lifestyleplus-fp.com

www.lifestyleplus-fp.com

THANK YOU

お問い合わせはこちらから

mailto:info@lifestyleplus-fp.com
https://www.lifestyleplus-fp.com/

